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2 3第1部　計画の基本的事項

本計画は、経営理念を具体化し、持続可能な下水道事業運営を推進するために策定する４年
間の実施計画です。
本市の下水道事業は、公営企業として、その事業に伴う収入によって経費を賄い、自立性を
もって事業を継続していく「独立採算制の原則」が適用されています。また、下水道事業の経
費負担の基本原則として「雨水公費・汚水私費の原則」があります。
このような原則を持つ公営企業として施策の推進と財政の健全性の両立を図るため、横浜市
下水道事業中期経営計画を策定しており、前計画の「横浜市下水道事業中期経営計画2018」
が2021（令和３）年度に終了したため、これに続く「横浜市下水道事業中期経営計画2022」を
策定しました。
なお、本計画は「横浜市中期計画」に整合させた内容にするとともに、総務省が公営企業に策
定を求めている「経営戦略」に位置付けています。

本計画では、４つの経営方針とそれに基づく主要な施策を掲げ、施策の方向性に沿った取組を
実施していきます。各取組についてはそれぞれに目標を設定し、中期経営計画の中間期、終了
時にそれぞれ「中間振り返り」、「最終振り返り」を実施することで、各取組の進捗を管理します。
各取組の進捗状況や社会情勢及び市民ニーズの変化を的確にとらえながら計画を適宜見直し、
次の計画に反映するなど、PDCAサイクルを回しながら推進していきます。

2022（令和４）年度～ 2025（令和７）年度までの４年間

  計画期間

  計画の構成

  計画のPDCA

1 中期経営計画の位置付け

計画の位置付け

下水道事業中期経営計画2022の構成

計画の進捗管理のイメージ
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大雨や地震といった災害に対し、下水
道の防災、減災機能を着実に向上させ、
市民の命や財産を守り、安全で安心な
市民生活を支えます。

経営方針

安全で安心な
市民生活の実現

下水道による良好な水環境・水循環
の創出や、資源・エネルギーの有効活
用による循環型の社会や経済の実現
により、良好な環境を創造します。

循環による
良好な環境の創造

適正かつ効率的な施設管理に取り組むと
ともに、事業運営や財政運営の基盤
強化を図ることにより、安定した
サービスを持続的に提供します。

安定したサービスの
持続的な提供

下水道事業のあらゆる場面において、
地球温暖化対策の視点を考慮した
取組を実践し、脱炭素社会の実
現に挑戦します。

脱炭素社会への挑戦

安全で安心な
1

循環による
2

3 4

市民・事業者・下水道事業関係者
の皆様から信頼と共感を得られるよう、

下水道に携わる行政職員としての自覚をも
ち、積極的に説明責任を果たすととも
に、誠実・公正に行動します。

基本姿勢

信頼と共感

多様な連携 経済性と公共性

挑 戦
様々な課題解決や新たな価値創造に
向けて、従来の枠にとらわれず自ら考え、

情熱をもって主体的かつ果敢に挑戦し
て取り組みます。

下水道事業を効率的・効果的に進めると
ともに、地域や社会の課題解決に向け
て、多様な主体や事業と連携して
取り組みます。

最小の経費で最大のサービスを提供する
経済性と、公共の福祉を増進する公共
性を最大限に発揮するよう、責任と
自覚を持って行動します。

信頼と共感
1

挑 戦
2

3 4

4 5第1部　計画の基本的事項

2 経営方針と基本姿勢

下水道の役割や下水道事業を取り巻く状況を踏まえつつ、経営理念の実現に向けて次の４つ
の経営方針のもと下水道事業を運営していきます。

経営理念の実現や施策目標の達成に向け、次の4つの基本姿勢を職員全体で共有しながら、
下水道事業に取り組んでいきます。

  経営方針   基本姿勢 ２  

経
営
方
針
と
基
本
姿
勢



 施策目標 1

災害に強いまちづくり

施策施策目標

 施策目標 2

良好な環境の実現

 施策目標 3

市民生活を支える下水道の管理

 施策目標 4
下水道の脱炭素化
 施策目標 5
世界につながる横浜下水道

 施策目標 6

明日へつなぐ事業運営

 施策目標 7
持続可能な財政運営

施策 9 事業を担う体制づくり

施策 10 下水道DX・技術開発

施策 11 下水道事業のプロモーション活動

施策 12  収入確保と支出削減

経営方針 1
安全で安心な
市民生活の実現

経営方針 2
循環による良好な
環境の創造

かけがえのない環境を未来へつなぐ横浜の下水道
～下水道の多様な機能を通じて市民のくらしを支え、横浜の明日を創る～

経営方針 3
安定したサービスの
持続的な提供

経営方針

経営理念

経営方針 4
脱炭素社会への

挑戦

基本姿勢 1
信頼と共感

基本姿勢 2
挑 戦

基本姿勢 3
多様な連携

基本姿勢 4
経済性と公共性

基本姿勢

施策 1 浸水対策

施策 2 地震対策

施策 3 良好な水環境の創出

施策 4 循環型社会への貢献

施策 5 維持管理

施策 6 老朽化対策

施策 7 温室効果ガスの削減

施策 8 国際技術協力・海外水ビジネス展開支援
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3 策定方針と計画の枠組み

前計画2018の振り返り、下水道事業を取り巻く環境の変化や課題、横浜市下水道事業経営
研究会からの提言（令和3年8月）等を踏まえ、計画2018の主要施策を引き続き着実に実施
するとともに、次の取組を重点的に推進していきます。

老朽化した下水道施設1の増加、降雨の激甚化・頻発化、
脱炭素社会の形成の推進に対応していくため、
「老朽化対策」、「浸水対策」、「温暖化対策」の強化を図ります。

下水道事業を市民に広く、よりわかりやすく伝えていきます。

多様な主体との連携の強化やデジタル・トランスフォーメーションを
推進していきます。

財政状況を検証しながら必要な取組の実施と
健全な経営の両立を目指します。

経営理念に「かけがえのない環境を未来へつなぐ横浜の下水道」を掲げ、「安全で安心な市
民生活の実現」「循環による良好な環境の創造」「安定したサービスの持続的な提供」「脱炭
素社会への挑戦」の４つの経営方針の実現に向けて、７つの施策目標からなる12の施策を展
開していきます。
また、事業の実施にあたっては「信頼と共感」「挑戦」「多様な連携」「経済性と公共性」の
４つの基本姿勢のもと、職員一丸となって取り組みます。

  中期経営計画2022の策定方針

  計画の枠組み

1 下水道施設：下水を排除する排水管等の
排水施設、下水を処理する処理施設、ポン
プ施設、貯留施設その他の施設の総称。

3  
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●計画的な浸水対策の着実な推進（ハード対策）
●被害を軽減するための自助・共助の促進（ソフト対策）
●グリーンインフラ等を活用した雨水流出抑制対策

●災害時のトイレ機能確保
●下水道施設の耐震化
●危機管理体制の確保

●良好な処理水質の確保
●合流式下水道の改善
●健全な水循環の再生

●多様な主体との連携の推進
●業務の効率化
●人材の育成・技術の継承

●下水道デジタル・トランスフォーメーション（DX）
●下水道事業が直面する課題に対応する技術開発

●市民に広く、より分かりやすい情報発信
●市民との交流を通じた広報

●下水道管における予防保全型の維持管理
●水再生センター等における適正な運転管理と
　予防保全型の維持管理

●新興国における技術協力の推進
●海外水ビジネス展開の推進
●国際会議等における発表や国際交流を通じた情報収集

●下水道資源やエネルギーの活用

396億円

258億円

33億円

2億円

2億円

0.04億円

0.5億円

66億円

1,164億円

1,274億円

322億円

●下水道管の再整備
●水再生センター等の再構築・再整備

●温室効果ガス排出抑制と創エネルギーの活用

●下水道使用料、国庫補助金、その他収入の確保等
●コスト削減、公民連携による支出の削減

施策1
浸水対策

施策3
良好な水環境の創出

施策5
維持管理

施策7
温室効果ガスの削減

施策8
国際技術協力・
海外水ビジネス展開支援

施策6
老朽化対策

施策2
地震対策

施策4
循環型社会への貢献

施策12
収入確保と支出削減

施策11
下水道事業のプロモーション活動

施策10
下水道DX・技術開発

施策9
事業を担う体制づくり

施策目標 1 災害に強いまちづくり

施策目標 2  良好な環境の実現

施策目標 3  市民生活を支える下水道の管理

施策目標 4  下水道の脱炭素化

施策目標 5  世界につながる横浜下水道

施策目標 6  明日へつなぐ事業運営

施策目標 7  持続可能な財政運営

※

※他の施策との重複含む

COLUMN
コラム

 施策目標1

災害に強いまちづくり

関連するゴール施策目標

 施策目標2

良好な環境の実現

 施策目標3

市民生活を支える下水道の管理

 施策目標4
下水道の脱炭素化

 施策目標5
世界につながる横浜下水道

 施策目標6

明日へつなぐ事業運営

 施策目標7
持続可能な財政運営

SDGs（持続可能な開発目標）とは、前身のMDGs（ミレニアム開発目標）を引き継ぐ形で2015 年9 月に国
連サミットで採択され、2030 年を年限とした国際目標のことです。この目標は、国際社会全体がパート
ナーシップと平和の下で取り組み、「経済、社会及び環境」が調和された形で達成するものとされ、本市下
水道事業においてもこの目標の達成に貢献していくことが求められています。

SDGsとは

98 第1部　計画の基本的事項

SDGsに貢献する横浜市の下水道

1 公共用水域：水再生センターへ流入する
下水道を除く、すべての溝渠（小規模の溝
状の水路及び管きょ）や水路、および川や
湖、海などの水域。

主な施策の取組と事業費

下水道の基本的な役割は、「都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、あわせて
公共用水域1の水質保全に資すること」であり、SDGsと密接に関係しています。本市の下
水道事業は７つの施策目標を掲げて取り組んでおり、引き続き、国際目標を意識して下水
道事業を推進することで、SDGsの実現にも貢献していきます。
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横浜市公共下水道の計画区域は、市域のうち臨海部の埠
頭を除いたほぼ全域です。
市域を９処理区に分け、11箇所の水再生センターと２箇
所の汚泥資源化センター、26箇所のポンプ場が稼働し、
約377万人の市民生活や企業活動を支えています。
下水道排除方式は、臨海部を中心とする市域の約1/4の
地域では合流式下水道、残りの郊外部については分流式
下水道を採用しています。

浸水の防除

基本的な役割  

下水道導入の時代 建設・普及の時代 機能向上の時代
（成熟期） 

再整備・再構築 の時代 管理・保全の時代 

■ 浸水と伝染病からまちを守る

下水道資源・資産の有効活用
■ 再生水や汚泥などの下水道資源の活用 

良好な水環境の創出 
■ 高度処理導入や合流改善による水質向上
■ 雨水浸透による地下水かん養 

計画的な資産管理
■ 建設（量）から維持・管理（質）へ

拡大する役割

地球温暖化対策への貢献
■ 温室効果ガスの削減

国際貢献・国際交流 
■ 都市間交流や海外水ビジネスの展開 

公衆衛生の確保と
生活環境の改善
■ トイレの水洗化

公共用水域の水質保全
■ 川や海の水をきれいにする 

町田市 

大和市 

藤沢市 

鎌倉市 

横須賀市 

川崎市 

都筑処理区 

港北処理区 

北部処理区 

神奈川処理区 

中部処理区 
南部処理区 

西部処理区 

栄処理区 

金沢処理区 

都筑水再生センター 

栄第二水再生センター 

西部水再生センター 

栄第一水再生センター 

神奈川水再生センター 

合流区域 

分流区域 

処理区界 

下水道法事業計画区域外
（計画区域界内） 

計画区域界外 

水再生センター（11箇所） 

ポンプ場（26箇所） 

送泥管 

南部水再生センター 

中部水再生センター 

北部第一水再生センター 

北部第二水再生センター 
(北部汚泥資源化センター) 

金沢水再生センター
(南部汚泥資源化センター) 

港北水再生センター

凡　例 

0 1 2 3 4 5km

横浜市の水再生センター等の配置と分合流区域
下水道の役割の変遷

（2020（令和2）年度末）
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下水道法第１条では、この法律の目的として「下水道の整備を図り、もって都市の健全な発達
及び公衆衛生の向上に寄与し、あわせて公共用水域の水質保全に資すること」と規定されて
おり、「浸水の防除」、「公衆衛生の確保と生活環境の改善」、「公共用水域の水質保全」の３
つが下水道の基本的な役割となっています。
一方で、時代や取り巻く環境の変化に応じて、「下水道資源・資産の有効活用」、「良好な水
環境の創出」、「計画的な資産管理」、「地球温暖化対策への貢献」、「国際貢献・国際交流」
など、下水道の役割は拡大してきています。

4 横浜市の下水道

  下水道の役割   横浜市の下水道の概要

項目 内容

市域面積 43,571ha
総人口 3,775,319人
分流区域面積 29,193.80ha
合流区域面積 10,843.56ha
下水道普及率 100%　※小数点以下2桁を四捨五入
水再生センター 11箇所
ポンプ場 26箇所
管きょ延長 11,934km
送泥管延長 159km

4  
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最初沈殿池へ

合流雨水

雨水滞水池

沈砂池 ポンプ設置

P

家庭や事業所などで使って汚れた水は、下水道管を通じて水再生セ
ンターに流入します。まちに降った雨は、分流式の雨水管などを通っ
て、川や海に放流されます。水再生センターに流入した下水は、ゴミ

下水道のしくみ

沈砂池・ポンプ施設

合流式

分流式

最初沈殿池 反応タンク 最終沈殿池 消毒施設

大きなゴミや砂を取り除き、ポンプで
最初沈殿池に送られます。

雨水貯留施設（新羽末広幹線）の内部

下水の中の浮遊物はゆっくりと沈み、
うわ水は反応タンクに流れ、池底に
沈んだ汚泥は汚泥資源化センター
へ送ります。

下水処理の中心部です。汚れ（有機物・窒
素・りん等）は活性汚泥（微生物のかたまり）
と共に、空気の吹き込みや機械によりかくは
んされ、活性汚泥のエサになり取り除かれます。

活性汚泥は集まりゆっくり沈み、うわ水は
消毒施設に流れ、池底に沈んだ活性汚泥
は反応タンクに返送されると共に、一部の
余剰分は汚泥資源化センターへ送ります。

再生された水を消毒してから、川
や海に放流します。

下水を送る方式には、汚水と雨水を一本の下水道管
で送る「合流式」と、汚水と雨水を別々の下水道管で
送る「分流式」があります。

雨水管や雨水を汲み上げるポンプ場を
通って川や海に放流されます。豪雨時には、
下水道管の能力を超える雨水を一時的に
雨水貯留施設に貯留しています。

合流式下水道では、雨の降り始めの下水は道路や下水管内などの汚れを多
く含んでいます。このため水再生センターの能力を超えた場合には、川や海
へそのまま放流されてしまいます。そこで降り始めの汚れた雨水を雨水滞水
池に一時的に貯めておいて、雨が降り止んでから水再生センターで再生して
川や海に返します。また、沈砂池に残ってしまった汚れを含んだ水が腐敗しな
いよう引き抜いて、水再生センターで再生するなど様々な対応を行っています。

合流式下水道の改善
水再生センターから送られた汚泥は、濃縮、消化、脱水、焼却により、臭気のない衛生的な灰にし、
改良土や建設資材原料などに利用しています。一部の汚泥は燃料化し利用しています。

エピスティリスボルティセラ アルセラ

下水は微生物によってきれいに！

や砂を取り除き、微生物の働きなどによりきれいな水に再生されて、
川や海に放流されます。下水処理の過程で発生した泥状の物質（下
水汚泥）は、汚泥資源化センターへ圧送し、集約して処理をしています。

水再生センター

汚泥資源化センター

下水を水再生センターまで

まちに降った雨は

ト
イ
レ

風
呂

排 水 設 備

側
溝

洗
濯

ト
イ
レ

風
呂

汚
水
管

雨
水
管

合
流
管

排 水 設 備

側
溝

洗
濯

汚泥

濃縮機

処理工程（略図）

川や海へ放流

灰

燃料化物消化タンク 脱水機 燃料化設備

焼却設備

水再生センターへ流入

川
・
海
へ
流
入

ポンプ場

12 13第1部　計画の基本的事項

4  

横
浜
市
の
下
水
道
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施
策
目
標
１  

災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

本市ではこれまで雨水整備の目標整備水準を標高の高い地域である「自然排水
区域」では5 年確率の降雨（１時間当たり約50mm）、標高の低い地域である「ポ
ンプ排水区域」では10 年確率の降雨（１時間当たり約60mm）に定め、浸水被害
を受けた地区を優先的に整備してきました。浸水対策の根幹である雨水幹線の
整備率は2021（令和３）年度末現在で、いまだ６割程度にとどまっており、今後も
未整備地区への対応を着実に進めていく必要があります。

都市機能が集積する横浜駅周辺地区では、目標整備水準を引き上げた30 年確
率の降雨（１時間当たり約74mm）に対応するため、2020（令和２）年度に雨水幹
線整備に着手しており、早期の供用開始が望まれています。

近年、全国各地で毎年のように局所的な大雨等による深刻な浸水被害が発生し、
2019（令和元）年度に本市でも１時間当たり100mm の降雨が観測され、市民生
活や都市機能に影響をきたしています。こうした目標整備水準を上回る降雨に対
しても被害の軽減を図る必要があります。

これまでも被害の軽減を図るため、内水浸水2の恐れのある地区を想定した「内
水ハザードマップ」を全市域で公表するなど、市民の皆様の「自助・共助促進の
支援」を進めてきました。

近年、洪水や内水はん濫による下水道施設の機能停止が全国各地で発生してい
ることから、下水道施設の耐水化3を加速する必要があります。

大雨の原因とされる気候変動に対し、国土交通省では「気候変動を踏まえた都市
浸水対策に関する検討会」を設置し、進めるべき様々な施策について提言をとりま
とめました。さらに、2021（令和３）年7 月から「流域治水4」の実効性を高めるため、
流域治水関連法が改正され、気候変動を踏まえた対応が求められています。

施策1.浸水対策

計画的な浸水対策の着実な推進（ハード対策）

被害を軽減するための自助 ·共助の促進（ソフト対策）

グリーンインフラ等を活用した流出抑制対策

現状と課題

施策の４年間のポイントと取組

災害に強いまちづくり施策
目標

大雨に対して安全・安心なまちを実現するため、目標整備水準の降雨に対する浸水被

害の解消に向け下水道施設 1の整備を推進します。また、近年増加している集中豪雨な

ど整備水準を超える降雨に対して被害を軽減するため、自助・共助の促進支援や、多

様な主体と連携した雨水の流出抑制対策を強化します。

時間降雨量60mm 以上発生日数（横浜市）

取組1 浸水防除のための施設整備（目標整備水準が1 時間当たり約50mm、約60mm の降雨の整備対象地区）
取組2 横浜駅周辺地区における目標整備水準を引き上げた施設整備

（目標整備水準が1 時間当たり約74mm の降雨の整備対象地区）

取組3 水再生センター、ポンプ場の耐水化整備
取組4 既存雨水貯留施設の水位観測の推進

取組5 内水ハザードマップの普及啓発
取組6 下水道管内水位の発信
取組7 横浜市下水道BCP1【水害編】の実効性向上

取組8 多様な公共施設と連携したグリーンインフラの活用
取組9 雨水貯留浸透施設の設置促進

1 下水道施設：下水を排除する排水管等の
排水施設、下水を処理する処理施設、ポン
プ施設、貯留施設その他の施設の総体。

2 内水浸水：大雨の際に下水道や水路から
溢れて浸水すること。

3 耐水化：河川氾濫等の災害時においても
一定の下水道機能を確保し、下水道施設被
害による社会的影響を最小限に抑制する

ための、下水道施設の施設浸水対策。

4 流域治水：集水域（雨水が河川に流入す
る地域）から氾濫域（河川等の氾濫により浸
水が想定される地域）にわたる、流域に関わ
るあらゆる関係者が協働して水災害対策を
行う考え方。

1 下水道BCP：いつ起こるかわからない災害の備えとして、下水道に係る業務を継続させるために必要な手順を定めた計
画で、下水道の業務を実施・継続するとともに、被災した機能を早期に復旧させることを目的とする。ための、下水道施設
の施設浸水対策。

施策の方向性

2014(平成26) 年台風18 号 （栄区）

流域治水のイメージ
出典：（国土交通省）ホームページ

2004(平成16)年台風20号（横浜駅西口)

自然排水区域
5年に一度の降雨対応

ポンプ排水区域
10年に一度の降雨対応
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 計画的な浸水対策の着実な推進（ハード対策）

取組1 浸水防除のための施設整備
·目標整備水準が1時間当たり約50mm、約60mmの降雨の整備対象地区

雨水整備の目標整備水準（1時間当たり約50mm、約60mm）

戸塚地区や飯島地区など、過去に浸水被害を受けた地区を優先して、地域の雨水排水
の骨格となる雨水幹線や雨水を貯留する雨水調整池等の施設整備を推進します。さらに
雨水の取込み施設の増設など、既存ストックを生かした早期に効果を発揮させるための
取組を行い、郊外部を含めた市域全域で浸水対策を加速化していきます。
また、シミュレーションによる浸水想定の結果などで施設整備の優先度を設定する予測
対応型の浸水対策に着手します。

業務指標
計画開始時

2022年度当初
中間期

2023年度末
計画終了時
2025年度末

浸水被害を受けた地区のうち
約50㎜が目標整備水準の地区の整備
（整備済地区数／整備対象地区数）

114/138
（施工着手済地区：119地区）

117/138
（施工着手済地区：121地区）

119/138
（施工着手済地区：123地区）

浸水被害を受けた地区のうち
約60㎜が目標整備水準の地区の整備
（整備済地区数／整備対象地区数）

38/41
（施工着手済地区：40地区）

39/41
（施工着手済地区：40地区）

39/41
（施工着手済地区：41地区）
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下水道施設を整備する際に、浸水を発生させないことを目標とする雨の強さのことを目標整
備水準と呼んでいます。横浜市では１時間当たり約50mm、約60mm、約74mmの３種類を
設定しており、地域によって使い分けています。この目標整備水準をどのように設定している
のかをご紹介します。

COLUMN
コラム 目標整備水準とは?

一時間雨量(mm) 10 ～２０ 20 ～ 3０ 30 ～ 5０ 50 ～ 8０ 80 ～

雨の強さ(予報用語) やや強い雨 強い雨 激しい雨 非常に激しい雨 猛烈な雨

人の受けるイメージ ザーザーと降る。 どしゃ降り
バケツを
ひっくり返したように
降る。

滝のように降る。
(ゴーゴーと降り続く）

息苦しくなるような
圧迫感がある。
恐怖を感ずる。

人への影響

傘をさしていてもぬれる。 傘はまったく役に立たなくなる。

国土交通大臣の諮問に応じて重要事項を調査審議する国
の審議会である社会資本整備審議会は、2007（平成19）
年に「商業・業務集積地区などでは、目標水準をおおむ
ね10年間に１回発生する降雨に対する安全度の確保を基
本とする」、「一般の地区ではおおむね５年に１回発生す
る降雨に対する安全度の確保を基本とする」と答申してい
ます。本市ではこれまでの取組や、本答申を踏まえ、標高
の高い「自然排水区域」では5年確率の降雨（１時間当た
り約50mm）、標高の低い「ポンプ排水区域」では10年確
率の降雨（１時間当たり約60mm）を目標整備水準として
います。

約50mmと約60mm

横浜駅周辺のまちづくり計画である「エキサイトよこはま
２２」では、施設整備の基本方針として「地下街を有したセ
ンターゾーンにおいて、30年に１回発生する降雨（１時間
当たり約74mm）に対応する整備」を掲げています。これ
を踏まえ、横浜駅周辺地区では30年確率の降雨（１時間
当たり約74mm）を目標整備水準としています。

約74mm

5年に1回発生する降雨とは?

サイコロを振って「１」の目を出そうとしたときに、６
回振っても出ないことがあるように、「５年に１回発
生する降雨」は　“５年に１回必ず発生する”　とい
う意味ではないことに注意が必要です。

ここでワンポイント

１時間当たり50mmの
雨の強さはどのくらい？

１時間当たりの雨の強さはmm（ミリメートル）の単
位で表現されますが、みなさんは一体どのくらいの
強さなのかイメージがつくでしょうか。例えば20 ～
30mmは「どしゃ降り」、30 ～ 50mmは「バケツを
ひっくり返したように降る」といったイメージになりま
す。大雨時は気象庁から発表される注意報や警報
などの情報に注意しましょう。

ここでワンポイント

雨の強さと降り方 出典:気象庁 HP より作成

地面からの跳ね返りで
足元がぬれる。
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第２部

●  浸水対策
●  地震対策

●  良好な水環境の創出
●  循環型社会への貢献

●  維持管理 
●  老朽化対策

●  温室効果ガスの削減

●  国際技術協力・
海外水ビジネス展開支援1 施策名　「横浜市下水道事業中期経営計画2022」において取り組む施策の名称です。

２ SDGsアイコン　SDGｓの17の目標のうち、施策とかかわりの深い目標のアイコンを掲載しています。

3 施策の方向性　施策に対する4年間の方向性を示しています。

4 現状と課題　施策における現状と課題を示しています。

5 ４年間の主な取組　施策を進めるための取組を１～３個の取組分類ごとに示しています。

6 取組の概要　各取組の概要を説明しています。

7 業務指標　各取組の業務の進捗を表す指標と、計画期間中の目標値を段階的（計画策定時、中間期、 
 計画終了時）に記載しています。

8 コラム　施策や取組の理解を深めるためのコラムを掲載しています

  第２部以降の各ページの見方
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